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議案第６３号 

 

各種委員会委員等の報酬及び費用弁償条例の一部改正について 

 

各種委員会委員等の報酬及び費用弁償条例の一部を改正する条例を次のよう

に定める。 

 

   令和 元 年１２月 ５ 日 提 出 

 

                 日出町長  本  田  博  文 

 

 

 

各種委員会委員等の報酬及び費用弁償条例の一部を改正する条例 

 

第１条 各種委員会委員等の報酬及び費用弁償条例（昭和３１年日出町条例第

１５号）の一部を次のように改正する。 

  別表選挙長の項中「１０,６００円」を「１０,８００円」に改め、同表選

挙立会人の項中「８,８００円」を「８,９００円」に改め、同表投票所の投

票管理者の項中「１２,６００円」を「１２,８００円」に改め、同表期日前

投票所の投票管理者の項中「１１,１００円」を「１１,３００円」に改め、

同表投票所の投票立会人の項中「１０,７００円」を「１０,９００円」に改

め、同表期日前投票所の投票立会人の項中「９,５００円」を「９,６００円」

に改め、同表開票管理者の項中「１０,６００円」を「１０,８００円」に改

め、同表開票立会人の項中「８,８００円」を「８,９００円」に改め、同表

心身障がい児適正就学指導委員の項中「心身障がい児適正就学指導委員」を

「心身障がい児教育支援委員会委員」に改める。 

第２条 各種委員会委員等の報酬及び費用弁償条例の一部を次のように改正す
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る。 

第１条中「日出町各種委員会委員等（以下「委員」という。）」を「、各

種委員会委員等」に改める。 

第２条第１項中「委員」を「執行機関である委員会又は委員」に、「別表」

を「別表第１」に改め、同条第２項中「前項」を「前各項」に、「委員を」

を「これらの項に定める委員等（以下「委員等」という。）を」に改め、同

項ただし書中「委員」を「委員等」に改め、同項を同条第５項とし、同条第

１項の次に次の３項を加える。 

２ 附属機関の委員その他の構成員の報酬は、別表第２のとおりとする。 

３ 投票管理者等の報酬は、別表第３のとおりとする。 

４ 特別職の職員で非常勤のもの（前３項に定める者を除く。）の報酬は、

別表第４のとおりとする。 

第３条第１項中「前条第１項」を「前条第３項」に、「別表」を「別表第

３」に改め、同条第３項中「若しくは」を「又は」に改める。 

第４条第１項中「委員」を「委員等」に改め、同項に次のただし書を加え

る。 

ただし、これにより難い場合は、翌月の末日までに支給することができ

る。 

第４条第２項中「委員（非常勤職員を除く。）」を「委員等」に、「議会」

を「議会の議員」に改め、同条第３項を削り、同条第４項中「委員」を「委

員等」に、「議会」を「議会の議員」に改め、同項に次のただし書を加える。 

ただし、これにより難い場合は、当該年度の末日までに一括して支給す

ることができる。 

第４条中第４項を第３項とし、同条に次の１項を加える。 

４ 農業委員会の会長、会長職務代理者及び委員並びに農地利用最適化推進

委員の加算額は、第２項の規定にかかわらず、３月に支給するものとする。 

第５条第１項中「委員」を「委員等」に、「公務」を「職務」に、「その

旅行について費用弁償として旅費を支給する」を「、その旅行に係る費用を
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弁償する」に改め、同条第２項中「旅費」を「費用弁償」に、「別表のとお

り」を「職員等の旅費に関する条例（昭和５９年日出町条例第６号）別表の

町長、副町長、教育長の項に掲げる旅費相当額」に改め、同項ただし書を次

のように改める。 

ただし、町長が別に定める者に対する費用弁償の額は、同表の一般職の

職員の項に掲げる旅費相当額とする。 

第５条第３項中「職員等の旅費に関する条例（昭和５９年日出町条例第６

号）第１９条及び」を削り、「日額」を「、費用弁償として１日当たり」に

改め、同条第４項を次のように改める。 

４ 選挙管理委員会の委員が、地方自治法第１８９条に規定する会議（定例

会を除く。）又は調査等のため町内を旅行したときは、第２項の規定にか

かわらず、費用弁償として１日当たり１,５００円を支給する。 

第５条第５項中「職員等の旅費に関する条例第１９条及び」を削り、「日

額」を「、費用弁償として１日当たり」に改め、同条第６項を次のように改

める。 

６ 農業委員会の委員及び農地利用最適化推進委員が、次の各号に掲げる用

務のため町内を旅行したときは、第２項の規定にかかわらず、費用弁償と

して当該各号に定める額を支給する。 

(１) 農業委員会等に関する法律（昭和２６年法律第８８号）第２７条第

１項に規定する総会以外の会議に出席し、又は同法第３５条第１項に規

定する調査のため旅行したとき １日当たり１,５００円 

(２) 農業振興地域の整備に関する法律（昭和４４年法律第５８号）第１

８条の規定により農地（採草放牧地を含む。）について、所有権の移転

又は使用及び収益を目的とする権利の設定若しくは移転のあっせんのた

め旅行したとき １日当たり２,８５０円 

(３) 農地法（昭和２７年法律第２２９号）第２５条の規定により農地又

は採草放牧地の利用関係の紛争について、和解の仲介のため旅行したと

き １日当たり２,８５０円 
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第５条第７項中「委員」を「委員等」に、「旅費」を「費用弁償」に、

「一般職員」を「一般職の職員の旅費」に改め、同条第８項を削る。 

第５条の次に次の１条を加える。 

（報酬等の支払） 

第６条 この条例に基づく報酬及び費用弁償は、現金で支払うものとする。

ただし、委員等からの申出により、報酬及び費用弁償の全部又は一部を

口座振替の方法により支払うことができる。 

別表を削り、附則の次に別表として次の４表を加える。 

別表第１（第２条関係） 

区分 報酬の額 

教育委員会委員 年 ３００,０００円 

選挙管理委員会委員長 年 １２５,０００円 

選挙管理委員会委員 年 １１４,０００円 

監査委員（識見を有する者） 月 ３７,０００円 

監査委員（議会選任者） 月 ２７,０００円 

農業委員会会長 

基本額 月 ２１,０００円 

加算額 

予算に定められた範囲

内で町長が定める額。

ただし、月額７,０００

円を上限とする。 

農業委員会会長職務代理者 

基本額 月 １７,２５０円 

加算額 

予算に定められた範囲

内で町長が定める額。

ただし、月額７,０００

円を上限とする。 

 基本額 月 １６,０００円 

  予算に定められた範囲 
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農業委員会委員 
加算額 

 

内で町長が定める額。

ただし、月額７,０００

円を上限とする。 

固定資産評価審査委員会委員 日 １０,０００円 

別表第２（第２条関係） 

区分 報酬の額 

職員懲戒審査委員会委員 日 ４,０００円 

特別職報酬等審議会委員 日 ４,０００円 

公務災害補償等認定委員会委員 日 ４,０００円 

公務災害補償等審査会委員 日 １０,０００円 

情報公開・個人情報保護審査会委員 日 １０,０００円 

行政不服審査会委員 日 １０,０００円 

男女共同参画審議会委員 日 ４,０００円 

防災会議委員 日 ４,０００円 

国民保護協議会委員 日 ４,０００円 

総合計画審議会委員 日 ４,０００円 

行財政改革審議会委員（行財政に関し高度の

専門的な知識経験を有する者） 
日 １０,０００円 

行財政改革審議会委員（前項に掲げる者以外

の者） 
日 ４,０００円 

協働指針策定委員会委員 日 ４,０００円 

プロポーザル審査委員会委員 日 ４,０００円 

人権施策推進審議会委員 日 ４,０００円 

民生委員推薦会委員 日 ４,０００円 

障害支援区分認定審査会会長 日 １５,０００円 

障害支援区分認定審査会委員 日 １３,０００円 

障がい者差別解消調整委員会委員 日 ４,０００円 
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予防接種健康被害調査委員会委員 日 ４,０００円 

子ども・子育て会議委員 日 ４,０００円 

国民健康保険運営協議会委員 日 ４,０００円 

介護保険運営協議会委員 日 ４,０００円 

介護保険事業計画等策定委員会委員 日 ４,０００円 

環境保全審議会委員 日 ４,０００円 

農業振興地域整備促進協議会委員 日 ４,０００円 

農村地域産業導入促進審議会委員 日 ４,０００円 

空家等対策推進協議会委員 日 ４,０００円 

都市計画審議会委員 日 ４,０００円 

日出城址
し

周辺景観審議会委員 日 ４,０００円 

水道水源保護審議会委員 日 ４,０００円 

教育委員会点検・評価第三者委員会委員 日 ４,０００円 

学校運営協議会委員 年 １２,０００円 

心身障がい児教育支援委員会委員 日 ４,０００円 

中央公民館運営審議会委員 日 ４,０００円 

地区公民館運営審議会委員 日 ４,０００円 

視聴覚ライブラリー運営委員会委員 日 ４,０００円 

学校給食センター運営委員会委員 日 ４,０００円 

町立図書館協議会委員 日 ４,０００円 

別表第３（第２条、第３条関係） 

区分 報酬の額 

投票所の投票管理者 １回 １２,８００円 

期日前投票所の投票管理者 １回 １１,３００円 

開票管理者 １回 １０,８００円 

選挙長 １回 １０,８００円 

投票所の投票立会人 １回 １０,９００円 
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期日前投票所の投票立会人 １回 ９,６００円 

開票立会人 １回 ８,９００円 

選挙立会人 １回 ８,９００円 

その他の地方公務員法（昭和２５年法律第２

６１号）第３条第３項第３号の２に規定する

職 

予算に定められた範囲

内で町長が定める額 

別表第４（第２条関係） 

区分 報酬の額 

産業医 年 ５２,０００円 

農業委員会農地利用最適化推

進委員 

基本額 月 １６,０００円 

加算額 

予算に定められた範囲

内で町長が定める額。

ただし、月額７,０００

円を上限とする。 

学校医・学校歯科医（小学校

及び中学校に置かれる者） 

基本額 年 ６０,０００円 

加算額 児童

又は生徒１人

当たり年 

８０円 

学校医・学校歯科医（幼稚園

に置かれる者） 

基本額 年 ２４,０００円 

加算額 園児

１人当たり年 
８０円 

学校薬剤師 年 ２８,０００円 

学校評議員 年 ９,０００円 

社会教育委員 日 ４,０００円 

スポーツ推進委員 年 ４８,０００円 

文化財保護委員 日 ４,０００円 

その他の地方公務員法第３条 予算に定められた範囲内で町長が定め 
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第３項第３号に規定する職 る額 

備考 学校医・学校歯科医の加算額は、毎年５月１日における児童、生徒

又は園児の在籍数により算出する。 

 

附  則 

（施行期日） 

１ この条例中第１条及び次項の規定は公布の日から、第２条の規定は令和２

年４月１日から施行する。 

 （日出町農業振興地域整備促進協議会条例の一部改正） 

２ 日出町農業振興地域整備促進協議会条例（昭和５０年日出町条例第５号）

の一部を次のように改正する。 

第５条中「日出町各種委員会の委員等の報酬及び費用弁償条例（昭和３２

年日出町条例第４号）」を「各種委員会委員等の報酬及び費用弁償条例（昭

和３１年日出町条例第１５号）」に改める。 

 

理  由  

選挙長等の報酬の額を改め、及び地方公務員法等の改正に伴い、条例を整備

したいので提出する。 

 


